
交通安全施策をめぐる最近の動向
（自転車利用環境整備の取り組み等について）



交通事故対策

幹線道路の事故対策

生活道路（エリア）の事故対策

道路空間対策

無電柱化推進事業

歩行空間のバリアフリー化

自転車利用環境整備

交差点改良（右折ﾚｰﾝの設置、ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 等）
歩道の整備、防護柵の設置 等

歩道の整備、区画線・防護柵の設置、
ハンプ・クランクの設置 等

電線共同溝の整備、軒下配線・裏配線の
整備 等

段差・勾配の解消、有効幅員の確保
視覚障害者誘導用ブロックの設置 等

自転車道の整備、自転車レーンの設置 等

Ⅰ 道路の交通安全対策の体系
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Ⅱ 交通事故の現状①

■交通事故死者数と死傷者数の推移 ■道路種類別の死傷事故率の比較（Ｈ１９）
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※１ 死傷事故件数：H19 （交通事故統計データ）

※２ 走行台キロ ：H19速報値 （国土交通省）
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 交通事故死者数は、５千人台まで減少してきているが、依然として国民の約100人に１人

が死傷している状況

 事故の発生頻度は、自動車専用道路＜幹線道路＜生活道路

5,000

10,000

15,000

20,000

昭和30 35 40 45 50 55 60 2 7 12 17

死
者
数

0

500

1,000

1,500

死
傷
者
数

（人） （千人)

死者数
死傷者数

16,765人
（S45）

過去最多

602,156人
（S52）

1,190,478人
（H16）

過去最多

8,466人
（S54）

11,451人
（H4）

5,155人
（H20）

近年最少

950,659,人
（H20）

20平成



【死傷事故率の推移】

出典：IRTAD・OECD資料

【状態別死者数の比較（H18）】
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Ⅱ 交通事故の現状②

歩行中 自転車乗用中 二輪車乗車中

乗用車乗車中 その他不明

国名 日本 ドイツ イギリス アメリカ

109 47.6 37 38.6

(H19) (H18) (H18) (H17)
死傷事故率
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日本の事故の現状を欧米と比較すると、

死傷事故率は、欧米の約２～３倍高い。

状態別死者数では、歩行中・自転車乗用中の死者数が欧米の約２～３倍高い。



自宅からの距離別歩行者死者数（全年齢）（H19）
不明

23人(1%)

２km以上
412人(21%)

１km～２km
149人(8%)

500ｍ～１km
264人(14%)

0～500ｍ以内
1,095人(56%)

約６割

Ⅱ 交通事故の現状③
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 歩行者死者数（1,943人）の約６割は、自宅近くで発生
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　　事故率100以上
　　事故率100未満

100

全国（幹線道路）　死傷事故率

事故の発生していない区間：５０％
事故発生区間：５０％

優先対策区間：約15万区間
（全体の２２％の区間に死傷事故の７１％が集中）

※全国の国道・都道府県道約18万kmにおける４年間（H15～18）の平均事故データから作成

約71万区間

幹線道路の交通事故対策
幹線道路において、より効果的・効率的に交通事故を削減するため、事故の発生頻度の高

い区間において、優先的に対策を実施していく

死傷事故率100件/億台キロ
・・・全国の幹線道路における平

均値概数。欧米の水準を大
きく上回っている。

Ⅲ 交通事故対策
Ⅲ-１ 幹線道路における対策①
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 人対車両通行中の事故率が、歩道設置

後に減少。

交通安全施設の整備による事故削減効果例

歩道

図． 人対車両通行中事故の設置前後比較
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 正面衝突の事故率が、中央帯設置後に

減少。

中央帯

図． 正面衝突事故の設置前後比較

注）平成11年度、平成17年度道路交通センサス、平成13～18年交通事故統合データ、道路管理データ（MICHI）による。

直轄国道を対象とする。

平成15年、16年に歩道、中央帯が設置された区間を対象とする。

平成11年度、17年度の交通量が不明の区間を除く。

単路事故を対象とする
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Ⅲ-１ 幹線道路における対策②

設置前２年
の平均

設置後２年
の平均 設置後２年

の平均

設置前２年
の平均
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 周辺地域の生活道路等から、大型車交通や長距離交通が転換し、交通事故が減少

⇒高速道路などの自動車専用道路のネットワークを整備することが生活道路の

安全対策にもつながる

県道結崎田原本線 宮前橋付近交差点

開通前

開通後

交通量が
減少

※京奈和自動車道（大和区間）
郡山南ＩＣ～橿原北ＩＣ Ｈ１８年４月１５日供用

自動車専用道路の整備による効果（京奈和自動車道（大和区間） 平成18年4月15日開通）

Ⅲ-１ 幹線道路における対策③
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田原本署管内（三宅町、川西町、田原本町）

（各年5月～11月の集計値）■交通事故件数の推移

事故件数合計が

約３割減少



「あんしん歩行エリア」全体の歩行者・自転車事故の抑止率は１２％程度であるのに対して、
・関係者による協議会等を設置
・歩道整備等のハード対策と、ヒヤリハット地図作成等のソフト対策の両方を実施

しているエリアでは、より高率で事故を抑止。（１５％程度）

生活道路における事故対策効果例

関係者との合意形成や、ハード・ソフトを組み合わせた対策がより効果的

協議会等を設置し、ハード・ソフト両方の対策を実施
しているエリアの歩行者・自転車事故の抑止率

Ⅲ-２ 生活道路における対策①
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対策前(H14) 対策後(H19）

対策により、
約15％抑止

6,999件

5,924件

•通過車両が生活道路に流入するなどして、歩行者・自転車事故が多い住居系・商業系地区約800地区を
「あんしん歩行エリア」に指定（平成15年7月）

•公安委員会と道路管理者が連携し、面的・総合的な歩行者・自転車事故抑止対策を実施

※あんしん歩行エリア・・・

対策前(H14) 対策後（H19)

対策により、
約12％抑止

34,430件
30,464件

あんしん歩行エリア全体の歩行者・自転車事故の
抑止率
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※外周幹線道路は含まない
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約６２％
減少

 ワークショップの実施やヒヤリハット情報の収集等により、地域住民の実感を反映した対策

を合意形成を図りつつ実施。

 歩車共存道路、交差点ハンプ等の直接交通安全に繋がる対策を実施し、

事故件数が約62％減少。

～千葉県鎌ヶ谷市～あんしん歩行エリア対策例

【協議会状況】

【凡例】

交差点ハンプ

路面表示（注意喚起）

交差点カラー舗装

交通規制

狭さく、歩道の整備

【凡例】

交差点ハンプ

路面表示（注意喚起）

交差点カラー舗装

交通規制

狭さく、歩道の整備

＜ 対策効果＞

Ⅲ-２ 生活道路における対策②
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 小学校等に通う多くの児童が利用するなど、事故の危険性が高い通学路において歩

道を整備

 歩道の整備が困難な地域では、防護柵の設置やカラー舗装などの簡易な方法による

安全・安心な歩行空間を創出

通学路における安全・安心な歩行空間の創出のため、歩道の整備
を推進

Ⅲ-２ 生活道路における対策③

＜路側帯カラー化＞

 

【歩道の整備例】 【簡易な方法による歩行空間の整備例】

＜防護柵＞
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11【事故の危険性が高い通学路における歩道の整備率（H19）】

13.7％
（163,141km）

8.3％
（83,647km）

36.5％
（47,195km)

59.2%
（32,299km）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国道
（54,530km）

都道府県道
（129,329km）

市町村道
（1,009,599km）

合計
（1,193,459km）

【歩道の整備率（H19）】

人対車両事故・交通量1万台/日以上・市街地を対象
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２車線
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２車線
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【歩道の有無の比較による歩道設置効果】

歩道等の整備状況

Ⅲ-２ 生活道路における対策④

61％
（約67,700km）

53％
（約28,000km）

61％
（約24,700km)

82%
（約15,000km）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

整備延長

未整備延長

一般国道
（約18,400km）

都道府県道
（約40,300km）

市町村道
（約52,500km）

合計
（約111,200km）

整備延長

未整備延長



無電柱化を実施することにより、安全な歩行空間を確保

【電柱が歩行空間の障害となる例】【Ｈ１９年中に発生した死亡事故形態の割合】

学校

34%

11%

5%
17%

1%

5%

5%

21%

1%

人対車両

正面衝突

追突

出会い頭

左折

右折

全死亡事故のうち、人
対車両の事故が最多

（３４％）

電柱が歩道通行の支障となり、
歩行者が車道にはみ出し

歩道

車道

人対車両

Ⅳ 無電柱化推進事業①
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【観光振興の阻害】
（山梨県富士川口湖町）

【安全・安心の阻害】
（東京都千代田区）

【景観上の阻害】
（山口県浜崎町）

【防災上の阻害】
（沖縄県宮古島市）

電線・電柱による課題Ⅳ 無電柱化推進事業②
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日本の市街地の無電柱化は、幹線道路に限定してもわずか１３％

【欧米主要都市と日本の都市の地中化の現状】

100%

99%

72%

42%

7%

13%

2%

ロンドン・パリ・ボン

ベルリン

ニューヨーク

東京２３区（市街地の幹線）

東京２３区（市街地全体）

全国（市街地の幹線）

全国（市街地全体）

※１ 海外の都市は電気事業連合会調べによる1977年の状況（ケーブル延長ベース）
※２ 日本の状況は国土交通省調べによる2008年3月末速報値（道路延長ベース）
※３ 幹線：市街地の国道、都道府県道
※４ 市街地：都市計画法における市街化区域または人口10万人以上の用途地域

Ⅳ 無電柱化推進事業③

無電柱化の現状

【パリの無電柱化の状況】
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・平成15年度末までに、約5,500kmを整備（年間約300kmペース）

・現在、「無電柱化推進計画」（第五期）に基づき推進中

①市街地の幹線道路 ②緊急輸送道路 ③バリアフリー化すべき道路や通学路 ④歴史的な地区
⑤祭りの復興や観光振興に資する箇所 において重点的に無電柱化を推進

重点実施箇所（次期計画）

無電柱化取組の経緯

第一期

中規模
商業系地域
住居系地域
へ対象拡大

キャブ構造
単独地中化

大規模商業系地域
シンボルロード

電線共同溝

歴史的
景観地区へ
対象拡大

観光振興、
文化復興等も

含め、幅広く対応

S61 ～ H2 H3 ～ H6 H7～H10 H11～H15 H16～H20 H21～

第二期

第三期

第四期

第五期

次期計画

軒下・裏配線や
先行整備

の積極的活用
浅層埋設

構造の採用

実績
約1,000km

実績
約1,000km

実績
約1,400km

実績
約2,100km

H20年度末見込み
約2,200km

Ⅳ 無電柱化推進事業④ 無電柱化の取組み
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○地域の実情に応じた多様な無電柱化手法を活用することにより、コスト縮減を図りつつ
無電柱化を推進

表通りの配線

裏通りに移設

メイン通りを
無電柱化

【整備前】 【整備後】

【軒下配線の状況】

軒下配線

軒 下 配 線

裏 配 線電 線 共 同 溝

【電線共同溝整備前】 【電線共同溝のイメージ】

道路整備事業と合わせた
先行整備によるコスト縮減

施 工 中

新設道路

歩道

電線共同溝

①電柱・架空線撤去費の節減
②移設補償費の節減
③大型重機による効率的施行
④夜間工事や通行規制が不要

施 工 後

Ⅳ 無電柱化推進事業⑤ 地域に応じた多様な無電柱化手法
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地 名：岡山県岡山市窪木～総社市総社
（くぼき～そうじゃしそうじゃ）

整備延長：約１．６ｋｍ（道路延長）
整備時期：平成１９年９月～平成２０年３月
無電柱化方式：電線共同溝
整備内容：国道180号総社・一宮バイパスの整備と併せ
て、

電線共同溝の整備を一体的に実施。

施 工 後

施 工 中

新設道路

歩道

【道路整備との一体施工例】

一体施工によるメリット

総社BP電線共同溝
道路延長L＝1.6km

岡 山 県

０ ５ １ ０ ㎞

当該箇所

岡 山 県

０ ５ １ ０ ㎞

当該箇所

整備概要 整備箇所

整備状況

電線共同溝

既設道路への施工 道路整備との一体施工

土工・舗装費

電線共同溝
設置費

移設補償費

トランス等設置

電線類入溝

電柱・架空線撤去費

追加設備等費用

【道路整備との一体施工によるコスト縮減イメージ】

①電柱・架空線撤去費の節減
②支障物件の移設補償費の節減
③土工費用、既設舗装の撤去・復旧費用の節減
④夜間工事や通行規制が不要 など

道路整備との一体施工例 【国道１８０号総社・一宮バイパス】

Ⅳ 無電柱化推進事業⑥
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【欧米と日本の主要都市の無電柱化の現状】

○我が国の無電柱化は、市街地の幹線道路に限っても
平成19年度末で整備率13%と、概成している欧米主
要都市と比較して依然として立ち遅れている。

○地域の実情に応じた多様な無電柱化手法を活用する
ことにより、コスト縮減を図りつつ、無電柱化を推進す
ることが必要。

○地域の合意形成を図ることにより、事業を効果的・効
率的に推進するため、住民参加型の計画策定を推進
することが必要。

背景及び必要性

○無電柱化を推進するため、無電柱化推進事業を創設
○これまでの電線共同溝の整備に、以下のものを追加

①軒下・裏配線による無電柱化の実施に要する費用
（移設補償）に対する支援

②住民参加型の計画策定に要する費用に対する支援
（補助率１／２）

制度概要

○狭隘な道路など、電線共同溝の整備による無電柱化が困難な箇所においても、地域の実情に応じて軒下・裏配線を活
用することで、安価に無電柱化の実施が可能となる。

○無電柱化手法の検討等について、住民参加型の合意形成を計画策定事業として支援することで、より効果的・効率的
な事業の実施が可能となる。

制度導入による効果

100%

99%

72%

42%

7%

13%

2%

ロンドン・パリ・ボン

ベルリン

ニューヨーク

東京２３区（幹線）

東京２３区（全体）

全国（幹線）

全国（全体）

※１　海外の都市は電気事業連合会調べによる
　　　　1977年の状況（ケーブル延長ベース）
※２　日本の状況は国土交通省調べによる平成
　　　  19年度末速報値（道路延長ベース）
※３　幹線（幹線道路）：市街地の一般国道、
　　　　 　　　　　　　　　　 都道府県道
　　 　　全　　　　体　　 ：市街地の道路

①軒下・裏配線

②計画策定

【福島県下郷町大内宿】【三重県亀山市関町】

【岐阜県岐阜市】 【岐阜県岐阜市】

軒下配線 裏配線

協議会状況 整備イメージの作成

無電柱化推進事業の創設Ⅳ 無電柱化推進事業⑦
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○平成18年12月施行の「バリアフリー新法」を踏まえ、駅、官公庁施設、病院等を相互に連絡
する道路のうち、多数の高齢者、障害者等が通常徒歩で移動する道路の区間を特定道路とし
て指定し、重点的なバリアフリー化を実施。

駅

病院

市役所

商業施設

郵便局

：ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化の候補道路

駅前広場整備

商店街

図書館
・段差・勾配の解消

・立体横断施設への
エレベーターの設置

・有効幅員の確保、無電柱化

・視覚障害者誘導用ﾌﾞﾛｯｸ設置

：特定道路

Ⅴ 歩行空間のバリアフリー化①
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歩道の有効幅員：2m以上

縦断勾配
：5%以下

縁石の高さ
：15cm以上

横断歩道に接続する
歩道部分を平坦に

視覚障害者誘導ブロック
の設置

横断歩道と車道との段差
：2cm標準歩道の高さ

：5cm標準

横断勾配：1%以下
水はけの良い舗装

バリアフリー化された道路のイメージ

Ⅴ 歩行空間のバリアフリー化②

20



【山口県 下関市 新地西町(しんちにしまち)】

【整備前】 【整備後】

バリアフリー整備事例

Ⅴ 歩行空間のバリアフリー化③
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現状の歩道の有効幅員

基準値（2.0m※）以上 基準値（2.0m※）未満

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

整備済み
占用許可基準は上乗せされないた
め、既存の電柱は占用が認められる。

未整備
占用許可基準は上乗せされないた
め、既存の電柱は占用が認められる。

① 拡幅により有効幅員を確保する場合、
基準適合義務を満足するため、既存の電
柱は占用が認められる。

② 拡幅ができない場合、基準適合義務を
満足できないため、占用は認められない。

⇒撤去（無電柱化）もしくは有効幅員の外側
へ移設

※

構
造
基
準
の
経
過
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
は
、

ま
で
縮
小
可

1.5
m

有効幅員

（基準不適合）

歩道

（植
樹
帯
等
）

路
上
施
設

車道

電柱

現況 バリアフリー実施後

有効幅員

（基準適合）

歩道

（植
樹
帯
等
）

路
上
施
設

車道

電柱

① ②
有効幅員

（基準適合）

歩道

（植
樹
帯
等
）

路
上
施
設

車道

電柱は
撤去or移
設

拡幅

バリアフリー新法を活用した無電柱化の推進

Ⅴ 歩行空間のバリアフリー化④
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H9 H19 H9 H19

0.9

1.0

1.1

1.2

780,399件

832,454件

126,920件

141,345件

全事故件数 自転車対自動車事故件数

• 自転車対自動車事故の事故件数の増加割合は、全事故の増加割合を上回っている

■全事故件数および自転車対自動車事故件数の推移

（倍）

［出典：警察庁資料］

約1.07倍
H9⇒H19

約1.11倍
H9⇒H19
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Ⅵ 自転車利用環境整備
Ⅵ-１ 自転車利用環境整備を取り巻く状況①



自転車対歩行者事故の増加

• 自転車と歩行者が接触する事故は、最近10年間で約4. 5倍と大幅に増加している

■全事故件数および自転車対歩行者事故件数の推移

0

100

200

300

400

500

全事故件数 自転車対歩行者事故件数

H9 H19 H9 H19

780,399件
832,454件

633件

2,856件

［出典：警察庁資料］

約1.1倍

約4.5倍
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自転車走行空間の整備状況
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Ⅵ-１ 自転車利用環境整備を取り巻く状況③

自動車から分離された自転車走行空間（約79,000km） その他の自転車走行空間（約110万km）

［出典：警察庁資料、国土交通省資料］

※延長は道路延長、平成19年4月1日時点

交通規制によるもの

歩行者と
非分離

約76,000km

自転車歩行者道

歩行者や自動車から分離された
自転車走行空間

約2,800ｋｍ

自動車から分離された
自転車走行空間

約79,000ｋｍ

約３．５％

歩行者と分離 歩道あり 歩道なし

約2,800km 約91,000km 約100万km

整備例）
整備例）

整備例） 整備例）整備例）

整備例）

分離された自転車走行空間の整備

構造に
よるもの



自転車利用の多様化
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Ⅵ-１ 自転車利用環境整備を取り巻く状況④

0

2,000

4,000

6,000

8,000

1970 1980 1990 2000

（万台）

自動車保有台数

自転車保有台数

408
388

47
64

170

257

24

22

16

8

7

19

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

1997 1999 2001 2003 2005 2007

事
業
者
数

（
箇
所

）

0

5

10

15

20

25

稼
動
能
力

（
千
台

）

（H2）

■自転車及び自動車保有台数の推移

［出典：自転車保有台数は、（社）自転車協会資料、
自動車保有台数は、道路統計年報2008（平成18年度）：国土交通省道路局］

注) 昭和51年の自転車保有台数は、資料がないため直線補間している。

2007年
（H19）

6,958万台

2006年
（H18）

7,568万台

1970年
（S45）

2,764万台

1970年
（S45）

1,816万台

（S45） （S55） （H12）

2007

■レンタサイクル事業者数及び台数の推移

（H9） （H11） （H15） （H17）

稼働能力（1000台）
（右目盛り）

事業者数
（左目盛り）

［出典：駅周辺における放置自転車等の実態調査（平成10年6月）～（平成
20年9月)：内閣府政策統括官(共生社会政策担当）付交通安全対策担当］

注) 調査委対象市区町村は、各都道府県の市、東京都特別区
及び三大都市圏の町村

（H13） （H19）（H19）

• 自転車の保有台数やレンタサイクル台数は、概ね増加傾向にあり、自転車の利用機会
が多様化している



9.2

9.0

5.8

5.6

3.0

2.5

2.3

1.4

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

カナダ

イギリス

アメリカ

フランス

イタリア

ドイツ

日本

オランダ

（人/千人）

日本

• わが国の人口百万人あたりの自転車乗用中死者数は、オランダに次いで高い

自転車乗用中死者率の国際比較

［出典：交通安全白書（平成１8年度）：内閣府編］

注1）IRＴＡD資料より作成。
注2）死者数は30日以内死者（ただし、カナダは州により死者数の定義が異なる、イギリスは北アイルランドを除く）。
注3）調査年はカナダは2003年、イタリアは2003年、それ以外は2004年。

■自転車乗用中死者率の国際比較
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（人/百万人）



自転車乗用中死傷者数
• 死傷者数は若年層、死者数は高齢者が多い

［出典：交通事故統計年報（平成１９年版）：（財）交通事故総合分析センター ］

■年齢別自転車乗用中死傷者数及び死者数（平成19年）
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286

（人）（万人）

うち死者数

（計：745人）

15歳以下

20～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～74歳

74歳以上

16～19歳

0123 0 200 400

19,497

34,024

死傷者数

（計：171,923人）

4

209

33
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２．懇談会の提言 （平成19年7月5日）

新たな自転車利用環境のあり方に関する懇談会

１．懇談会の目的

• 自転車事故は増加、特に歩行者と自転
車の交通事故が急増

• 安全に安心して通行できる環境への見
直し

①走行空間の原則分離の推進

②駐輪対策の着実な実施

③ルールの周知徹底・マナーの向上

④戦略的整備の速やかな展開

⑤ネットワーク計画や目標を持った
整備の促進

自転車通行環境整備モデル地区

自転車重点都市

懇談会の風景

懇談会を受けた取組み

Ⅵ-２ 自転車利用環境整備①
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自転車通行環境整備モデル地区の指定

■目的

• 歩行者や自動車から分離された自転車走行空間を戦略的に展開。

⇒モデル地区を指定し、今後の自転車通行環境整備の模範となる事業を実施。

■概要

【指定地区】
全国９８地区 （国土交通省と警察庁が

平成20年1月17日指定）

【指定要件】
•自転車道又は自転車レーン（自転車専用
通行帯）の設置

•指定後、概ね２年間で対策が完了 等

【支援等】
•事業進捗上の課題に対する助言

•交通安全施設等整備事業等にて重点的
支援

■モデル地区イメージ
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自転車通行環境整備モデル地区の位置
江別市札幌市

苫小牧市函館市

青森市

能代市

秋田市

新潟市（３）

小千谷市

長野市

松山市

富山市
金沢市

福井市
敦賀市

鳥取市
米子市

松江市
出雲市

周南市
下関市

福津市

長崎市

熊本市

鹿児島市
宮崎市

日向市

福岡市
佐賀市

大分市

呉市

福山市 西条市

高知市（２）

宇多津町

高松市

松本市

〈近畿エリア〉
尼崎市 草津市
西宮市 大津市
神戸市 京都市
奈良市 福知山市
橿原市 京田辺市
和歌山市（２） 堺市

津市

〈愛知・岐阜〉

名古屋市（２）

豊田市
豊橋市
岐阜市
大垣市

静岡市

〈関東エリア〉
安中市 宇都宮市（２） 水戸市
熊谷市 さいたま市 つくば市
甲府市（２） 三郷市 柏市
三鷹市 武蔵野市 千葉市
相模原市 渋谷区 江東区
茅ヶ崎市 川崎市 横浜市（２）

沼津市

盛岡市

花巻市

山形市
仙台市

石巻市

福島市

会津若松市

郡山市

那覇市

※ ４７都道府県全てに存在

徳島市（２）

北九州市
（２）

岡山市（２）

※ （ ）内の数値は同市区町村内
におけるモデル地区の数
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モデル地区平均　3.0%
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モデル地区平均　14.0%

全国平均　12.4%

モデル地区の自転車利用傾向
• 三大都市圏では、駅端末交通手段が多く、地方都市では代表交通手段が多い。

■通勤・通学における駅端末交通手段自転車利用率

■通勤・通学における代表交通手段自転車利用率

三大都市圏の
利用率が高い

地方都市の
利用率が高い

三大都市圏：

東京都、埼玉県、千葉
県、神奈川県、愛知県、
岐阜県、三重県、大阪
府、京都府、兵庫県、
奈良県の市区町村

地方都市：

三大都市圏以外の県
庁所在地・政令指定都
市・中核市

その他：

三大都市圏、地方都市
以外の市町村

※H12国勢調査を基に作成 ※市町村別の集計値

※駅端末交通手段（自転車）：主に出発地から鉄道駅まで自転車利用
※代表交通手段（自転車） ：主に出発地から目的地まで自転車利用
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先行事例①：車線を減らして自転車道を整備
亀戸地区(東京都 江東区）

■整備内容
●車道の左端に幅員2m の自転車道を設置し、歩行者・自転車・自動車の通行空間を分離

路線名： 国道１４号
供用日： 平成20年3月31日
整備延長： 400m ※道路延長

■概要
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2.3m2.3m

0.7m 0.7m

１５．０ｍ

4.5m4.5m

路肩
1.4m

先行事例②：路肩を活用し自転車レーンを設置
渋谷区幡ヶ谷地区（東京都 渋谷区）

■整備内容

2.3m

1.5m 1.5m

2.3m

自

転

車

歩

行

車

道

自

転

車

歩

行

車

道

１５．０ｍ

自

転

車

専

用

通

行

帯

自

転

車

専

用

通

行

帯

0.7m0.7m

3.0m3.0m

路線名： 特例都道角筈和泉町線 供用日： 平成20年3月31日整備延長 ： 1200m ※道路延長

■概要

路肩
1.4m

●道路標識と道路標示を設置することにより、自転車専用通行帯の交通規制を実施
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●一方通行の２車線の道路において、第一車線を午前7～9時の間、自転車専用通行帯として交通規制を実施
（朝ピーク時の自転車交通量の処理が目的。また、当該区間は9～17時の間、3t未満の貨物自動車の駐車禁止を除外されて
いるため、日中の交通規制は行わない。）

路線名： 東島田町内山下線（あくら通り ） 供用日： 平成20年1月26日 整備延長 ： 200m ※道路延長

先行事例③：時間を指定した自転車レーンの設置
岡山駅東口地区（岡山県 岡山市）

■整備内容

■概要

13.00

3.00 7.00

2.001.000.503.00

3.00



■整備内容

先行事例④：歩道橋下に路上自転車駐車場を整備
宇都宮東地区（栃木県 宇都宮市）

●Ｈ１７．４の道路法改正を受け、道路附属物として歩道橋の下に上屋付き自転車駐輪場を整備

供用前 供用後

路線名： 国道１２３号 清原東小前駐輪場
供用日： 平成20年2月12日
整備台数： 20台

■概要

36

Ⅵ-２ 自転車利用環境整備⑧



自転車走行空間整備に関するアンケート
• 約7割が自転車走行空間の分離について良いと回答

• 整備内容別にみると、自転車道の方が良いとの回答の割合が高い

整備前との比較（自転車道整備地区）

良くなった

173

どちらとも

言えない

12

悪くなった

6

分からない

3

n=194

整備前との比較

（自歩道における自転車通行位置の明示）

分からな

い38

悪くなった

11

どちらとも

言えない

69

良くなった

84

n=202

自転車の通行位置を明確にし、

歩行者や自動車と分離することについて

良い
71.0%

無回答

1.0%

分からな

い

7.5%

悪い

4 .1%

どちらとも

言えない

16 .4%

n=6,412

■自転車走行空間の分離について ■整備前との比較

※調査対象地区：自転車通行環境整備モデル地区
全国98地区中52地区

（未整備44地区、整備済8地区）
※サンプル数：6,412票 調査：平成20年6月
※調査対象：沿道住民（一般利用者、商店街等）

①自転車道整備地区

②自転車歩行者道における自転車の通行位置の明示を行った地区

対象地区数 3地区

モデル地区名

山形市山形中心市街地区

出雲市出雲市駅周辺地区

岡山市岡山駅東口地区

サンプル数 有効回答202

対象地区数 2地区

モデル地区名
新潟市古町入船地区

神戸市西須磨地区

サンプル数 有効回答194

（52地区6,412人から回答）
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モデル地区での自転車利用環境整備にあたっての課題

• 協議・調整に関する課題ありが5割、整備方法が3割と回答。

• 協議・調整では、地元住民、商店等との調整に長い時間を要すること。

• 整備方法では、特に交差点部での処理方法が挙げられている。

その他

• 駐車車両の対策

（単位：％）

走行ルール・
啓発方法等
• 自転車利用者への

ルールとマナー周知

他事業との調整・
他計画との連携

• 区画整理事業や駅前再
開発事業との調整

９９

モデル地区の道路管理者に対して整備にあたっての課題をアンケート調査（複数回答可）

２８10

5
10

47

28

整備方法 等

【交差点部、特殊部】
• 交差点処理方法

• 特殊部（バス停、歩道橋）における処
理方法

• 標識・標示の設置方法

【単路部】
• 限られた幅員の中での整備方法

• 沿道の家屋・店舗等への影響

協議・調整

• 歩行者、自転車、自動車の分離方法

• 植樹帯の撤去

等に関する地元協議に長期間を要する。

■整備済み地区における利用上の課題
・亀戸地区（自転車道整備箇所）

自転車道内への歩行者の立ち入り等

・幡ヶ谷地区（自転車レーン整備箇所）
違法駐車 違法駐車

１００
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自転車利用環境の整備の今後の展開
【今後の展開】

・全国９８地区指定（警察庁と共同、平成20年1月）

・概ね２年間で整備

・歩行者や自動車から分離された自転車走行空間で

ある自転車道、自転車レーン等の整備

◇自転車通行環境整備モデル地区の展開

江東区亀戸地区
（自転車道）

渋谷区幡ヶ谷地区
（自転車レーン）

◇自転車重点都市の展開

Ⅵ-２ 自転車利用環境整備⑪

・ヨーロッパなどの自転車先進都市を参考にしながら都市レベルでの自転車道ネットワークの整備

を支援

39

モデル地区の展開

先導的に自転車道ネットワークの構築を図る

意欲のある都市の展開

全国展開

Phase 1 Phase 2 Phase ３Phase 1 Phase 2 Phase ３

H20 H21 H22 …

計画策定支援等 都市を
決定

全国の模範となる分離された
自転車走行空間の線的な整備

面的な自転車道
ネットワークの整備 全国展開



海外の自転車走行空間整備事例

フランス（パリ）

デンマーク（コペンハーゲン） ドイツ（ミュンヘン）

オランダ（アムステルダム）

Ⅵ-２ 自転車利用環境整備⑫
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「新たな中期計画」における目標

現状（H19） 目標（H24）

約109件/億台キロ 約１割削減（約100件/億台キロ）
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死傷事故率の推移

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

平成９年 14 19 24 29 34 39 44 49 54 59 (年)

（
件
/
億
台
キ
ロ

）

H19：確定値
約１０９件/億台キロ

H24：約１割減
約１００件/億台キロ

長期的には欧米諸国並みまで改善

５年間で約１割減の推移

22

欧米諸国の平均死傷事故率約４０件/億台キロ

 道路の「新たな中期計画」（H20.12.24とりまとめ）においては、道路交通における死傷事
故率を５年間で約１割削減する目標

Ⅶ 目標と予算
Ⅶ-１ 交通事故削減の行政目標①



交通事故死者数に関する新たな政府目標

◆平成20年の交通事故死者数は5,155 人。平成22 年までに交通事故死者数を5,500 

人以下とする「第８次交通安全基本計画」の目標を、２年前倒しで達成。

◆また、平成15 年からの10 年間で、交通事故死者数を半減し、5,000 人以下にすると

いう政府目標の実現間近となった。

これを受けて、

◆麻生内閣総理大臣から、「今後10年間を目処に、更に交通事故死者数を、半減させる

決意をいたしました」との談話 （平成21年1月2日）

◆野田内閣府特命大臣から、「本年1月2日の麻生総理の談話において示された方針に

基づき、今後10年間を目途に、昨年の交通事故死者数から半減させ、2,500人以下とす

るという新たな政府目標を掲げ、世界一安全な道路交通の実現を目指します。」との発

言 （平成21年1月5日）
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Ⅶ-１ 交通事故削減の行政目標②



3,000

3,500
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70,000

80,000

道
路
事
業
全
体
（億
円
）

交
通
安
全
事
業
（億
円
）

交通安全事業

道路事業全体

凡例

7兆1千億円
6兆7千億円

6兆3千億円

5兆9千億円
5兆8千億円

4千3百億円

4千5百億円
4千7百億円

4千9百億円

5千2百億円
5千2百億円

※交通安全事業には、地方道路臨時交付金を含む

交通安全事業及び道路事業全体における予算の推移（Ｈ１５～）
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Ⅶ-２ 交通安全事業の道路予算

 道路事業全体の予算に比べて、交通安全事業予算は伸びている

5兆6千億円
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